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別紙

一般会計決算審査特別委員会における審査の経過と結果について

（審査日：令和７年１０月１日～３日）

１．令和６年度決算の概要

２．質疑の概要

⑴ 第１表 歳入

歳 入 決 算 額

歳 出 決 算 額

歳入歳出差引残額

翌年度へ繰り越すべき財源

実 質 収 支 額

６０８億７６４８万１８４９円

６０３億 １７２万９９７８円

５億７４７５万１８７１円

２億 ３８５万４６２０円

３億７０８９万７２５１円

全体を通して

問 令和６年度決算においては実質単年度収支が３年ぶりの黒字となっていること

から、その総括を伺いたい。

答 ６年度当初予算では、物価高騰を見込んで財政基金５億円を取り崩す予算編成と

なっていたものの、一般財源である市税や地方特例交付金が予想より多く収入でき

たことから、実質単年度収支が黒字となったものと考えている。

第１款 市税

第１項 市民税

第２目 法人

問 成果報告書によると、景気回復等によって製造業や金融・保険業等の企業の収益

が増加したことにより、法人市民税が約１億３０００万円増加したと記されている

が、他の業種の状況について確認したい。

答 製造業や金融・保険業等以外では、小売業や医療法人などで収益が増加しており、

各事業者によって減収のところもあるが、全体的には収益が増加したものと分析し

ている。

第２項 固定資産税

第１目 固定資産税

問 ８億９０９７万４０００円を収入している償却資産において、事業者が所有する

償却資産の調査を順次行っていると承知しているが、令和６年度における実績につ

いて伺いたい。
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答 償却資産の調査については、実地調査及び文書照会を合わせて５１２件実施して

いる。また、償却資産は、申告課税であることから、申告の必要性などを広く周知

することが重要であるため、申告漏れがないよう、今後も取り組みを充実させたい

と考えている。

第４項 市たばこ税

第１目 市たばこ税

問 ６億７５４６万９６５７円を収入している市たばこ税について、前年度と比較し

て減収となった要因や今後の見通しについて伺いたい。

答 減収となっている要因は、人口減少や健康志向の高まりによる喫煙者の減少であ

ると分析している。今後の見通しとしては、令和８年４月よりたばこ税の税率が段

階的に引き上げられるため、一時的な増加は見込むものの、それ以降は、減少して

いくものと予測している。

第２款 地方譲与税

第３項 森林環境譲与税

問 対前年度比９．４％増の１８７２万円を収入している森林環境譲与税について、

増額となった要因を伺いたい。

答 令和６年度の税制改正により、国全体における譲与額が１００億円程度増加して

いることから、本市への譲与額も増加したものと考えている。

第４項 航空機燃料譲与税

問 １億８０３４万３０００円を収入している航空機燃料譲与税について、令和５年

度と比較して大きく減少していることから、その要因を伺いたい。

答 航空機燃料譲与税は、一定の算定式に基づいて算出された額に、国による譲与基

準の補正をした上で、各自治体への配分額が決定されているもので、その詳細は公

表されていないことから、収入額の減少要因を特定するのは困難である。しかし、

6 年度、大幅な減収となっていることを踏まえ、今後の状況は注視していきたいと

考えている。

第３款 利子割交付金

質疑なし

第４款 配当割交付金

第１項 配当割交付金

問 ３億１００３万１０００円を収入している配当割交付金について、対前年度比３

３．５％の増となっていることから、その要因を伺いたい。
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答 この交付金が増収となっているのは、事業者の業績が好調で配当金が増加したこ

とによるものであると考えている。

第５款 株式等譲渡所得割交付金

第１項 株式等譲渡所得割交付金

問 対前年度比６５．２％増の４億８４０万５０００円を収入している株式等譲渡所

得割交付金について、地域の経済状況や住民の年齢構成によって収入額が異なると

考えるが、市の見解を伺いたい。

答 この交付金は、県が徴収し、県内にある市町の個人県民税の金額で按分した上で、

市町に交付されるものであるため、ご指摘の点については、直接的には影響がない

ものと考えている。

第６款 法人事業税交付金

質疑なし

第７款 地方消費税交付金

第１項 地方消費税交付金

問 ２０億５２６９万４０００円を収入している地方消費税交付金・社会保障財源化

分について、事業費の一般財源として、社会保障の充実分で４１．９％、社会保障

安定化分で１９．０％をそれぞれ充当している。近年、これらの割合は同程度で推

移していると認識しているが、今後の見通しについて伺いたい。

答 社会保障の充実分及び社会保障安定化分の充当割合は国の目安をもとに配分し

ており、大きな変更はない。今後、この目安が変更された場合は、配分割合が変わ

る可能性はあるかもしれない。

第８款 ゴルフ場利用税交付金、第９款 環境性能割交付金

質疑なし

第１０款 国有提供施設等所在市町村助成交付金

第１項 国有提供施設等所在市町村助成交付金

問 ２０３４万３０００円を収入している国有提供施設等所在市町村助成交付金に

ついて、増額となった要因や今後の見通しについて伺いたい。

答 当該交付金の対象となる久代訓練場・射撃場の資産状況に変化はないものの、他

自治体における資産の増減等の影響により、結果として本市への配分が増加したも

のと考えている。

これまでも、固定資産税額の基準に基づいて当該交付金を算出することや、現在、

対象外となっている自衛隊阪神病院等についても算定の対象となるよう要望して

いるところであるが、今後も引き続き国に働きかけていきたい。

第１１款 地方特例交付金
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第１項 地方特例交付金

問 定額減税減収補填特例交付金として６億９８５６万円を収入している点につい

て、その全額を市の減収分に充当していると考えてよいか。

答 お見込みのとおりである。

第１２款 地方交付税

第１項 地方交付税

問 １１６億５９８０万９０００円を収入している地方交付税について、旧市立川西

病院における解体費は含まれていると考えてよいか。

答 旧市立川西病院の解体経費については、特別交付税の基礎数値として報告してい

る。

第１３款 交通安全対策特別交付金

第１項 交通安全対策特別交付金

問 交通安全対策特別交付金として２０１６万円を収入しているが、当初予算におい

ては２２９２万９０００円を計上していたことから、減収となった要因について伺

いたい。

答 当初予算においては前年度の実績をもとに計上していたところであるが、結果と

して減収となったものである。

第１４款 分担金及び負担金

第２項 負担金

第２目 民生費負担金

問 １億９２９７万１４６０円を収入している児童福祉費負担金において、収入未済

額１２４万５０８０円を計上しているが、その内訳を確認したい。

答 当該収入未済額のうち大部分が保育所入所負担金であり、１２２万７４８０円と

なっている。

第１５款 使用料及び手数料

第１項 使用料

第１目 総務使用料

問 キ セ ラ 川 西 プ ラ ザ 及 び 市 民 温 水 プ ー ル 駐 車 場 使 用 料 と し て 計

２６１２万７４４０円を収入しているが、前年度と比較して８００万円程度増加

していることから、その要因を伺いたい。

答 令和６年７月１日から駐車場料金を改定していることから、収入が増加したもの

と考えている。なお、当該改定後においても施設利用者における駐車場料金の減免

は継続していることから、利用者から負担が増加したなどの声は聞いていない。
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第３目 衛生手数料

問 ９８６４万７３６円を収入している保健センター検診等手数料について、４３万

７８６９円の収入未済額を計上していることから、その要因を伺いたい。

答 特定健診に係る費用の請求データの作成を事業者へ委託しているが、委託事業者

が請求データの作成を誤ったことから、年度内に収入できず、収入未済額として計

上しているものである。この収入未済額については、現在、全て収入済となってい

る。

第１６款 国庫支出金

第１項 国庫負担金

第２目 民生費国庫負担金

問 産前産後保険税負担金として７６万４８１円を収入しているが、当該負担金の詳

細について伺いたい。

答 当該負担金は、出産される国民健康保険被保険者の産前産後期間の国民健康保険

税を４か月間（多胎妊娠の場合は６か月間）免除する費用のうち、国の負担分を計

上しているもので、対象者は４１名である。

第２項 国庫補助金

第１目 総務費国庫補助金

問 デジタル基盤改革支援補助金として９３２８万３０００円を収入しているが、前

年度と比較して大幅に増加していることから、その要因について伺いたい。

答 地方公共団体情報システムの標準化に関する法律の施行に伴い、庁内における基

幹システムを標準化するに当たり、令和６年度においては当該標準化に向けた準備

作業を実施したことから増額となったものである。

問 ３億５１５７万５３６０円を収入している社会資本整備総合交付金について、年

度途中で減額補正しており、収入済額も予算現額より少ない決算となっているが、

当該交付金を活用した事業への影響について伺いたい。

答 社会資本整備総合交付金については、国の予算総額の中で補助金の額が決まる仕

組みとなっており、補助金が当初予算より減額となった場合は、その額に見合った

形で事業を執行している。

第１７款 県支出金

第２項 県補助金

第１目 総務費県補助金

問 防犯カメラ設置事業費補助金として４万円を収入している点について、当初予算

においては１６万円を計上していたことから、その差異について伺いたい。
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答 当初予算作成時においては新規申請を４件見込んでいたものの、結果として申請

が１件であったことから４万円の収入となったものである。

第１８款 財産収入

第１項 財産運用収入

第２目 利子及び配当金

問 利子及び配当金として９５９万８３５円を収入しているが、予算額と比較して大

幅に増加していることから、その要因を伺いたい。

答 各基金積立金における預金の利率が上昇したことから、決算額が増加したものと

考えている。

第１９款 寄附金

第１項 寄附金

第１目 一般寄附金

問 １億４０２４万４５５７円を収入しているふるさとづくり寄附金について、全国

的には令和６年度のふるさと納税受入額は過去最大となっているものの、本市では

大幅に減少しているが、財政への影響について、市の見解を伺いたい。

答 本市の市民が他自治体にふるさと納税を行ったことにより、本市の減収となる額

の７５％は交付税措置により補われるものの、残りの２５％は減収なることから、

多くの市外の方からふるさとづくり寄附金をいただけるような取組を展開して、歳

入を確保していきたいと考えている。

第２０款 繰入金、第２１款 繰越金

質疑なし

第２２款 諸収入

第６項 雑入

第７目 雑入

問 児童扶養手当返還金として２６７万５４５０円を収入している点について、前年

度と比較して収入額が約２倍程度に増加していることから、その要因を伺いたい。

答 この返還金が増加した要因は、公的年金等を遡って受給された方や所得が増加し

た方について、手当額が減額となり、遡って手当の返還が必要となったことによる

ものである。

第２３款 市債

質疑なし
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⑵ 同 歳出

第１款 議会費

第１項 議会費

第１目 議会費

問 議会費人件費において、共済費として市議会議員共済会負担金４８４１万８８０

円を支出している点について、算定根拠を伺いたい。

答 当該負担金の主な算出根拠は、市議会議員標準報酬月額の５７万円に令和６年４

月１日現在の議員数２４名、年間月数１２か月、総務省令で定められた負担率（６

年度は１００分の２９．３）を乗じたものである。

第２款 総務費

第１項 総務管理費

第１目 一般管理費

問 総務管理事業において、市史編さん業務委託料として４９９万３０１３円を支出

している点について、当該業務の総括を伺いたい。また、過去に市史編さんを行っ

た際に使用された膨大な資料の保全や公開に関する市の考えを確認したい。

答 当該業務については、令和６年度、７０周年記念誌ウェブ版を市ホームぺージで

公開したほか、既存の市史の続編となる昭和５０年以降の行政史としての編さんに

向け、資料や写真の収集や執筆作業を少しずつ進めたところである。

また、過去の市史編さんに使用された資料には、貴重なものが数多く含まれてい

るため、保存方法について検討したものの、具体的な手法を決定するには至ってい

ない状況である。また、紙資料や写真等は経年劣化が懸念されることから、今後、

デジタル化を含めた保存方法について検討していきたいと考えている。

問 契約事業において、指定管理事業等の労働条件モニタリングにかかる社会保険労

務士への報償費として１６万８０００円を支出している点について、件数を含め、

その詳細を伺いたい。

答 当該モニタリングは、２事業者を対象に実施しており、対象事業者には事前にチ

ェックシートを記入してもらい、その後、所管部署の職員と社会保険労務士２名が

現地調査を実施している。なお、社会保険労務士の報告書によると、両事業者とも

適正な労務管理が行われていることを確認している。

第２目 企画費

問 成果報告書によると、1 億５１３１万３２３９円を支出している市制７０周年記

念事業について、７０周年の節目を祝う事業で終わらせるのではないとの記載があ
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ることから、今後も継続して実施する事業があるものと認識しているが、具体的な

内容を伺いたい。

答 周年事業では、官民連携により様々な事業を展開したが、そのうち、ダイハツ陸

上教室の開催やアステ川西ぴぃぷぅ広場におけるＬＥＤビジョンの活用、地域での

花火大会、川西能勢口駅の能勢電鉄発車のメロディーの変更など、令和７年度以降

も継続できる事業は引き続き実施し、市内に根付かせていきたいと考えている。

問 同事業において、リニューアル後のアステ川西ぴぃぷぅ広場の維持管理の方法に

ついて伺いたい。

答 リニューアル後のアステ川西ぴぃぷぅ広場の物品は、現在、川西都市開発株式会

社へ無償貸与を行っており、維持管理費用は全て川西都市開発株式会社が負担して

いる状況である。当該契約期間は５年間としているが、基本的には今後も契約を継

続していく考えである。

問 ふるさとづくり寄附金推進事業において、報償費でふるさとづくり寄附金の記念

品費を含め３７４４万７４１４円を支出している点について、ふるさとづくり寄附

金については返礼品の工夫などにより寄附の推進を図っているものの、阪神間の近

隣市を含め苦戦を強いられていると聞き及んでいるが、市のこれまでの取り組みや

今後の展望を伺いたい。

答 当該寄付金については、本市を含め近隣市においても大変苦しい状況であること

は認識しているが、阪神間では国への要望は行っていない。

答 昨今の物価高騰の影響もあり、米や消耗品を返礼品としている地域には寄附が集

まりやすい状況が見受けられ、寄附文化の醸成といった本制度の本来の趣旨が、単

なるＥコマースのようになっている状況は是正されるべきと考えている。一方で、

当該制度によりメリットを受けている自治体もあり、全国市長会では議論が進展し

ていない現状であるが、本市と同じ環境下にある自治体の状況を見ながら総務省等

に発信していきたいと考えている。

第３目 ＩＣＴ推進費

問 ３億８７０万３５００円を支出している１ＣＴ推進事業について、システムの標

準化に関して、令和７年度末を期限として、国の地方公共団体システムの標準化に

関する法律に基づき、本市でもシステム移行に向けた準備が進められているものと

認識しているが、６年度における事業の進捗状況を伺いたい。

答 ６年度については、ガバメントクラウド上に検証環境を構築し、現行データの移
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行等に関する事前検証を実施したことにより、５年度と比較して費用が増額となっ

ている。現時点では、７年度末までの移行に向けて、様々な課題はあるものの順調

に進んでいるものと考えている。

問 同事業について、システム移行を担う事業者が約３００自治体に対し、移行完了

の時期が令和７年度末の期限に間に合わない旨の通知を出したことが報道されて

いるが、本市の事業進捗への影響について伺いたい。

答 本市では「子ども子育て支援システム」が影響を受けており、ガバメントクラウ

ドを利用せず、オンプレミスで対応することにより業務に支障が出ないよう進める

こととしている。その他の業務については、影響はないと考えている。

第４目 広報費

問 ４４３４万４３３５円を支出している広報広聴事業について、成果報告書による

と、令和６年度のＳＮＳ投稿数が対前年度で倍増していることから、各ＳＮＳ媒体

のフォロワー数を伺いたい。一方で、ホームページのアクセス数は対前年度で２５

万２１４４件減少しているが、市の見解を伺いたい。

答 各ＳＮＳ媒体のフォロワー数は、６年度末時点で、フェイスブックが３５０４人、

インスタグラムが４０３１人、エックスが３４６５人、ＬＩＮＥが１万６４７７人、

合計２万７４７７人である。ホームページのアクセス数減少の要因については、２

年度及び３年度がコロナ禍で一時的にアクセス数が増加したもので、現状はコロナ

禍以前の状況に戻ったものと考えている。

第６目 財産管理費

問 ４４４５万７７０５円を支出している車両管理事業について、予算審査の際に共

用車の入れ替えにあたっては、稼働率が車種によって異なることから、稼働率の高

い車種への買い替えを含めて検討しているとの答弁があったが、令和６年度の状況

について伺いたい。また、維持管理費用について、電気自動車とガソリン車の差異

を確認したい。

答 総務課が保有している共用車全体の稼働率は、前年の約１０８％から約１１０％

に増加しているが、稼働率の高い車種への買い換えには着手できておらず、使用可

能な車両は継続して使用している状況である。

また、電気自動車については、ガソリン車と比較し購入費用は高額になるものの、

１キロメートル当たりの燃料費が約１０円安くなっている。６年度の電気自動車の

走行距離が約５０００キロメートルであったことを踏まえると、約５万円のコスト
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削減ができたものと認識している。

第８目 人事管理費

問 １８１４万４０２８円を支出している職員研修事業において、成果報告書による

と、派遣研修に関して、国の実務に携わることで行政に関する幅広い知識と考え方

を習得させ、本市行政の運営に資することを目的に内閣府、デジタル庁に職員を派

遣したとしているが、市民サービスの向上につながっているのか、市の見解を伺い

たい。

答 デジタル庁や内閣府、国土交通省といった国の機関への派遣研修については、職

員の専門性を高めるための技術や知識の向上、派遣先での人脈構築に寄与してお

り、ひいては市民に還元されるものと考えている。その他研修機関への派遣研修に

おいても、職員が各種専門知識を学ぶ場となっており、市民の新しいニーズに応え

る能力向上に資するものと考えている。

第９目 文化振興費

問 芸術文化施設維持管理事業において、みつなかホールの指定管理料として７６４５

万３０９３円が支出されているが、令和６年６月に同ホールにおいて空調機器の故

障があり、約１年間休館していたことから、休館中の指定管理者の業務内容につい

て確認したい。

答 休館中の指定管理者の業務内容としては、施設整備や点検、市民からの問い合わ

対応のほか、開催予定であった事業の他施設への振り替えや今後の施設予約などの

業務を実施していたものである。

問 文化振興事業において、当初予算では音楽や絵画など多彩なプロの芸術家から直

接指導を受けられる機会を創出するため、３名分の報償費として３０万円が計上さ

れていたものと認識しているが、実施状況について伺いたい。

答 当該事業については、本市にゆかりのある芸術家など種々検討を重ねたところで

はあるが、実施には至らなかったものである。

答 令和６年度は、みつなかホールがほぼ年間を通じて使用できなかったことも、事

業の実施に至らなかった要因となっている。

第１０目 市民参画費

問 参画と協働のまちづくり推進事業において、地域づくり支援補助金として５２０

万８０００円を支出している点について、令和４年度までは自治会報奨金として交
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付されていたものが、５年度から自治会が実際に支出した経費に対して補助金を交

付する制度に変更されたものと認識しているが、当該補助金の申請状況及び補助上

限額に達する申請の有無について伺いたい。

答 ６年度については、全１３１自治会のうち１０５自治会から申請があり、申請が

なかった自治会に対しては催促を行ったところである。その結果、１９件の自治会

は交付対象となる活動を行わなかったため不要とされ、それ以外の自治会は回答が

なかったところである。また、申請のあった自治会については、概ね上限額まで申

請されており、上限額に達していない自治会については、追加で申請をいただけれ

ば補助が可能である旨をお知らせしている。

問 同事業において、自治会館等整備事業補助金として２４３万３０００円を支出し

ている点について、ＬＥＤ設置のための小規模修繕などで当該補助金の交付条件に

該当しないケースもあると認識しているが、交付条件見直しの考えを伺いたい。

答 当該補助金について一定の交付条件を付しているのは、自治会館等の小規模な修

繕をはじめとした維持管理については、各自治会で行ってもらいたいと考えている

ためである。しかしながら、既存の蛍光灯の製造中止といった外的要因に対応せざ

るを得ない場合のＬＥＤ交換については、補助してほしい旨の声もあることから、

予算編成のプロセスにおいて検討していきたい。

問 同事業において、ふるさと支援金によるコミュニティ組織への支援として２９２

万５０００円を支出しているが、令和６年度の交付件数は８７件であり、前年度と

比較して２５件減少している。９年度の目標件数である１３０件を達成するために

は、市として何らかの手立てを講じる必要があると考えるが、市の見解を伺いたい。

答 ふるさと支援金については、各地域が主体的に取り組む中で、それに共感した方

から寄附金をいただくというふるさとづくり寄附金の本質をついた支援金である

と考えている。このため、基本的にはコミュニティが主体的に活動を展開していく

ことが重要であるが、課題や問題点などが生じた場合には、市として調整や支援を

行っていきたいと考えている。

第１２目 スポーツ振興費

問 １２３９万２８８２円を支出している生涯スポーツ推進事業において、学校プー

ル開放事業をコミュニティと連携し、小学校６校で実施しているが、猛暑の影響や

プール授業の民間委託の拡大などにより、実施地域が減少する可能性が懸念される

ことから、これらの課題を踏まえて今後の方向性を伺いたい
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答 学校プール開放事業については、近年の夏の異常な暑さの影響もあり、令和７年

度には実施が中止となった小学校もある。このような状況から、市としてプール開

放を継続することは困難であると考えており、関係者と協議したうえで当該事業を

廃止する方向で検討している。

第１３目 アステ市民プラザ運営費

問 アステ市民プラザ運営事業において、決算成果報告書によるとギャラリーとして

の施設利用率が令和４年度以降は０％となっており、今後は実態に即した利用方法

の見直しを行うとされるが、これまで行ってきた対策について伺いたい。

答 ギャラリーについては、令和４年度から時間貸しを行っており、利用率は、４年

度が２０．３％、５年度３６．６％、６年度５３．５％と増加傾向である。１８名

程度の規模で、施設使用料も比較的安価な設定の部屋であるため、好評であると認

識している。

答 本来のギャラリーとしての使用ではないものの、ギャラリー川西の利用率も低下

している現状とあわせると、文化活動を行ってきた様々な団体が継続し得ない状況

になっていると考えられるため、今後の方向性については検討していきたい。

第１６目 キセラ川西プラザ運営費

問 キセラ川西プラザ運営事業において、２億５１１５万４５９８円を支出している

事業委託料に関して、令和６年５月１９日に発生した停電の際、文化棟だけでなく

福祉・子ども関係の事務所の業務にも影響があったと伺っているが、指定管理者の

業務内容の確認体制について伺いたい。

答 当該施設の運営及び維持管理については、指定管理者に対しモニタリングを実施

しており、市による１次評価と外部委員による２次評価を行い、その結果を市ホー

ムページで公開している。また、２次評価を行う外部委員から、直接現地を確認し

たいという要望があった場合は、その都度調整し対応している。

答 モニタリングに加え、指定管理者と市が合同で運営会議を月１回開催しており、

施設の日常的な運営状況を確認している。

第２項 徴税費

第２目 賦課徴収費

問 １億４３１０万１０９５円を支出している徴収及び収納事業において、成果報告

書によると、地方税共通納税システムの利用件数が令和６年度は１０万５３８６件

で対前年度比で約１２％増加しという記載があるものの、５年度からクレジット決
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済とスマホ決済が可能になったことで納税者の利便性が向上し、収納率の向上にも

つながっているものと認識しているが、一方で領収書が発行されない課題につい

て、市の見解を伺いたい。

答 クレジット決済やスマホ決済は領収書が発行されないことから、至急納税を証明

する書類が必要な場合は、銀行等で直接納付いただくよう案内している。また、銀

行等での納付が難しい場合は、郵送で納税証明書を発行することにより対応してい

る。

第５項 統計調査費

第２目 指定統計調査費

問 ３８万３６７９円を支出している国勢調査単位区設定事業に関して、他市では国

勢調査員が訪問調査の際に死亡する事案が発生したと聞き及んでいることから、調

査員の健康や安全面への配慮について伺いたい。

答 令和７年度実施の国勢調査では、調査員説明会において安全面に関する注意喚起

を行うとともに、特に熱中症対策については重点的に周知しているところである。

第６項 監査委員費

第１目 監査委員費

問 監査委員運営事業において、委員報酬として６４２万２３９９円を支出している

が、監査委員の委員報酬の内訳と任期、また、近年の住民監査請求の件数を伺いた

い。

答 本市における監査委員は３名で、委員報酬は代表監査委員が月額２４万７６００

円、識見委員が同２３万４０００円、議会選出委員が同５万３５００円となってい

る。委員の任期は４年であるが、議会選出委員は１年ごとに改選されるのが慣例と

なっている。また、住民監査請求の件数は、令和６年度と５年度が各１件、４年度

が２件である。

第３款 民生費

第１項 社会福祉費

第１目 社会福祉推進費

問 民生児童委員活動事業について、民生・児童委員活動補助金として２３３４万

１００円を支出しているが、委員の活動延べ日数及び訪問延べ回数が、令和４年度、

５年度と比較して２倍以上に増加した要因を伺いたい。

答 ４年度から５年５月までは、コロナの影響で民生委員が訪問等を控える傾向があ

り数値が減少していたが、５年度の途中から活動を再開されたことにより、６年度
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の数値が大幅に増加したものと分析している。

問 同事業において、民生児童委員活動事業として、３２４０万６０００円が支出さ

れている点について、事業の運営費と民生委員に支払われる費用が含まれているも

のと認識しているが、その詳細を伺いたい。

答 総事業費のうち、委託料については、民生委員児童委員協議会連合会事務局に係

る費用で、主に事務局の運営に係る人件費となっている。また、負担金、補助及び

交付金については、民生委員の活動に係る実費弁償費及び資質向上に向けた研修費

用等として、国及び県の負担分を含めて１人当たり９万９７００円を支出している

が、委員全員の人数分を一旦連合会への負担金として計上し、連合会から各民生委

員児童委員協議会を通じて各委員に支払うという流れになっている。

問 同事業において、民生委員への実費弁償費の支払については、民生委員児童委員

協議会連合会からから市内の５地区にある民生委員児童委員協議会を通じて各民

生委員に支払われるものと認識しているが、地域差なく各委員へ費用が行き渡って

いるか確認したい。

答 実費弁償については、予め保険料や研修費用等を控除した残額を、委員の了承を

得たうえで支払っており、控除の項目や様式は５地区で統一しているため、地域差

が生じることは想定していない。

問 地域福祉活動支援事業における地域共生型居場所事業について、生きづらさを抱

え た 孤 立 者 へ の 多 機 能 的 な 居 場 所 づ く り に 係 る 業 務 委 託 料 と し て

３１１万６４６１円を支出しているが、利用者の年代や世代傾向を伺いたい。

答 利用者の属性としては、これまで支援に繋がらなかった５０代以下の青年層が多

い傾向となっている。また、実施件数は、令和７年５月までで１２９件、参加者数

は１００６人である。

問 地域福祉活動支援事業において、成年後見支援センター運営業務委託料として

３０６２万円７６８７円を支出しているが、市民後見人登録者数が令和５年度と比

較して６年度に大幅に増加した要因、また４年度をピークに成年後見支援センター

「かけはし」の相談件数が減少傾向にある理由を伺いたい。

答 市民後見人登録者数の増加要因としては、成年後見制度に対する市民の関心度の

向上及び活動促進を目的として養成研修カリキュラムの見直しを行ったことによ

るものと分析している。
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また、「かけはし」の相談件数の減少については、成年後見制度の周知が十分行

き届いていないことや、本制度を活用する際に生じる費用負担が原因であると考え

ている。

問 ２０億９７８３万３２７４円を支出している物価高騰重点支援給付金支給事業

及び３９４４万４６１１円を支出している物価高騰対策ギフト券配付事業につい

て、支給対象別の人数及び給付率の詳細を伺いたい。

答 物価高騰重点支援給付金支給事業については、令和６年度に新たに非課税等にな

った対象世帯が３０２７世帯で、支給率は８０．７％である。また、１８歳以下の

子がいる世帯への子供加算給付については、対象人数が５６８人で支給率は

８ ８ ． ０％である。さらに、５年度の定額減税で控除しきれなかった分に対する

補足給付については、対象者が２万６６０８人で支給率は９８．６％となっている。

一方、物価高騰対策ギフト券配付事業については、１８歳以下の子供がいる世帯

について、対象者数が２万３４８４人で給付率は９９．６％であった。また、６５

歳以上の高齢者については、対象者数は４万８４８４人で、給付率は９８．８％で

あり、全体で約９９％の方に給付している。

第２目 人権推進費

問 子どもの人権オンブズパーソン事業について、令和６年度の実施体制はオンブズ

パーソン３人、相談員４人、事務局２人とのことであるが、６年度の相談・調整回

数が７００件に達していることを受けて、今後の運営体制について、６年度の総括

を踏まえた市の考えを伺いたい。

答 近年の相談・調整回数は約７００件から８００件程度で推移しており、オンブズ

パーソンや相談員からは「あと１人増員があれば望ましい」という声があるものの、

ただちに増員を希望している状況ではなく、近年の相談・調整回数を考慮すると、

市としては今後も現体制での運営が可能であると判断している。

問 多文化共生推進事業において、国際交流協会の日本語講座に係る事業補助金とし

て１８万５２５７円を支出しており、成果報告書によると、令和６年度の利用者数

は全４期計１０回で４５名とのことであるが、当該講座の詳細を伺いたい。

答 当該講座については、特に定員を設けることなく運営しており、利用者はカナダ

やベトナムなど様々な国籍の方々となっている。また、講師として１０人程度の登

録があり、そのうち毎回５名程度の講師で対応しており、講師からは現状の利用者

数が対応しやすい規模であると聞いている。
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第３目 総合センター費

問 ９９６万６５９４円を支出している隣保館運営事業において、市内の小中学生を

対象に自主的な学習支援として実施している「けんけんひろば」について、外国籍

の小中学生に対する日本語支援の実績を伺いたい。

答 日本語の読み書き支援としては、日本語ひろばコースを開催しており、６年度の

登録者数は４人で、年６６回の開催で延べ１３４人の参加があった。

第４目 障害者福祉推進費

問 障害者総合支援事業において、成果報告書によると、就労系サービスについては、

利用者数が１２．８％増加するとともに、福祉施設から一般就労した障害者の数は

５９人で目標値を上回っているとのことであるが、この就労の定着率について伺い

たい。

答 一般就労した障害者数については、目標値を上回っているものの、一方で離職者

数も７人となっていることから、依然として就労の定着が難しいところもあると認

識している。

問 障害者地域生活支援事業において、障がい者雇用・就労支援センター事業委託料

として４１２万１０００円を支出しているが、令和６年度における障害者雇用の新

規開拓数が０件となった理由について伺いたい。

答 一般就労（雇用）や福祉的就労を総合的に支援する拠点として「川西市障がい者

雇用・就労支援センター」を令和７年１月６日に開設したが、最初の３か月間にお

いては、これまで障害者雇用に関わりがある企業へ訪問し、当該センターの設立趣

旨などを説明しながら、今後を見据えた取り組みを行ったため、結果として、新規

開拓数が０件となったものである。

第５目 福祉医療費

問 乳幼児等医療扶助事業において、小学４年生から中学３年生までの児童、生徒へ

の医療費助成として２億６６０万２０００円、高校生世代への入院医療費助成とし

て４９７万２０００円を市単独で支出している点について、成果報告書によると

「当該制度が、将来にわたり持続的・安定的な制度となるように、引き続き、国、

県に要望していく」と記されていることから、現在の要望状況について伺いたい。

答 これらの福祉医療制度に関する国等への要望ついては、国の責務として、所得制

限を設けることなく、高校生世代までの全ての子どもを対象として、全国一律の子
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ども医療費の助成制度を構築するよう求めているところである。

第６目 国民年金費

問 国民年金事業において、年金相談等業務委託料として１４５６万４５３６円を支

出している点について、年金相談等を行う社会保険労務士が窓口へ配置されている

ものと認識しているが、現在の配置状況等について確認したい。

答 社会保険労務士の窓口への配置については、市役所の開庁時間において常時３人

を窓口に配置しており、現在のところ、滞りなく窓口業務を遂行できている。

第２項 老人福祉費

第１目 老人福祉推進費

問 在宅高齢者支援事業において、認知症高齢者等あんしん保険事業にかかる保険料

として４万５００円を支出している点について、令和６年度における実績は、新規

申請者が６２名、保険請求は０件となっているが、当該保険料は申請者数に連動し

て増減するものか伺いたい。

答 当該保険は、１人当たり１年間で１６２０円の保険料となっており、申請者数に

連動して保険料も増減するものである。６年度については、１０月から事業を開始

しており、利用月数で割り戻した金額を支出している。

問 同事業において、緊急通報システムの業務委託料として３６６万７５８０円を支

出している点について、成果報告書によると「独居の高齢者等のニーズに合った事

業であるかの検証が十分でないことが課題である。また、検証・見直して継続する

こととなった場合にはいかにして必要な人に利用してもらうかが課題である」と記

されていることから、当該システムの問題点や今後のあり方について伺いたい。

答 現在の緊急通報システムは固定電話回線を使用しており、携帯電話では利用でき

ないことから、次年度に向けて、携帯型の端末や屋内に備え付けるセンサーなど、

必要な機器について協議を重ねながら、当該システムのあり方を検討している。ま

た、利用者による一部自己負担額については適正な料金の設定を検討していきた

い。

問 地域介護予防・生活支援体制整備事業において、介護予防・健康ポイント事業業

務委託料として１６７０万５６７０円を支出している点について、令和７年１月か

らスマートフォンアプリを活用した川西市介護予防・健康ポイント事業「笑顔ミラ

イちょきん」を開始し、７年３月末における登録者は３３６３人となっているが、
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事業の評価について伺いたい。

答 当該事業ではコールセンターを設置しているが、事業の開始当初は、アプリのイ

ンストールや初期設定などに関する問い合わせが多かった。しかし、現在ではイベ

ントの日時の変更やポイント交換などに関する問い合わせが増えると予測してい

ることから、状況に応じた対応ができるようコールセンターの設置事業者と協議し

ていきたい。

第３項 児童福祉費

第１目 児童福祉推進費

問 ２２億８４５０万７４４３円を支出している児童手当等支給事業において、令和

６年１０月の制度改正により、児童手当の支給対象者が増加しているものと考える

が、受給対象者における申請漏れがないか確認したい。

答 受給対象者について公務員や市外の方は把握できていないが、市で把握できる方

は全員が児童手当を受給しているものと認識している。当該制度改正により、支給

対象となる子の年齢が高校生年代まで延長されたが、手当の受給の可否については

各家庭の状況によって異なることから、受給の可能性がある方には申請の案内を行

い、受給いただいているところである。

問 障害児支援事業において、発達が気になる子どもへの対応などを学ぶペアレント

・トレーニング実施に伴う報償費として１９万２０円が支出されている点につい

て、令和５年度においては、未就学児における育児に不安を感じている保護者等を

対象にペアレント・トレーニングを実施しているが、６年度からは新たに就学児の

保護者等を対象に加えていることから、その成果等について伺いたい。

答 当該プログラムについては、５年度に対象児童の引き上げを求める声があったこ

とから、６年度より、対象者を小学校３年生までの児童の保護者等に拡大したもの

である。修了者は就学児及び未就学児の保護者等それぞれ８名ずつの計１６名とな

っており、修了者には満足いただけたものと認識している。

問 １５６０万９４１６円を支出しているこども政策推進事業において、令和７年４

月１日より川西市こども・若者参加条例を施行しているが、６年度に行った、当該

条例の制定に係る各検討部会やパブリックコメント等を踏まえた市の評価を伺い

たい。

答 当該条例の策定のプロセスにおいて、子ども・若者の意見をしっかりと聞いたこ

とや、声を聞かれにくい状況にある子ども・若者の声を聞く機会を設け、その声を
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反映することができたことから、市として高く評価している。

第３目 保育所費

問 幼児教育・保育施設運営支援事業において、民間保育施設における保育人材の確

保と定着を図るため、事業者が採用した保育士等への一時金支給を支援するための

補助金として１００万円を支出している点について、その効果等について伺いた

い。

答 当該補助金は１０名の保育士に対して１人当たり１０万円を補助した。当初、想

定していた人数よりは少なかったものの、新卒保育士が本市の保育施設で就労する

ためのＰＲや、保育士の定着に向けて効果を発揮していければと考えている。

第５目 留守家庭児童育成クラブ費

問 １億５０５０万４５２４円を支出している留守家庭児童育成クラブ事業につい

て、成果報告書によると、市立留守家庭児童育成クラブ夏季休業期間中の昼食配食

サービス利用実績では、令和６年度の登録児童数は５年度と比較して増加している

ものの、利用児童数は減少していることから、その詳細を伺いたい。

答 夏季休業期間中の昼食配食サービスについては、物価高騰等の影響により、利用

料金を５年度と比較して１食当たり１００円引き上げ４５０円に変更したこと、ま

た２学期からの学校給食の再開に向けて万全に備えるため、当該サービスの提供期

間を２日間短縮したことが影響し、このような結果になったものと考えている。

第４項 生活保護費

第１目 生活保護費

問 ４０９４万８２９０円を支出している生活困窮者自立支援事業において、成果報

告書によると「複雑で複合的な問題に対する切れ目のない支援に必要な関係機関や

庁内各部署との連携がまだ十分でないことが課題」と記されていることから、これ

らの課題の解決に向けた市の見解を伺いたい。

答 今後もますます関係機関や庁内各部署との連携を円滑に行っていきたいという

思いから、成果報告書においては「連携がまだ十分でない」と記しているが、支援

を必要とする人に対する包括的な支援は広がってきており、引き続き、複合的な課

題については関係部署が横断的に連携しながら対応していきたいと考えている。

第４款 衛生費

第１項 保健衛生費

第１目 保健衛生総務費
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問 母子保健推進事業において、産後ケア事業として業務委託料１７０４万２０００

円を支出しているが、その詳細について伺いたい。

答 当該事業においては、市内事業者に対し、宿泊型については１泊２日の利用で５

万４０００円、日帰り型については１日当たり１万８０００円、訪問型については

１回当たり９０００円の単価で業務委託料を支出しており、産後ケアを利用できる

施設は、令和６年度は市内に４か所、市外に３か所となっている。

問 保健・医療政策管理事業において、休日診療等対策補助金として１８０３万

６５１４円支出している点について、前年度と比較して３７２万４８２３円増加し

ている理由を伺いたい。

答 令和５年度には新型コロナウイルス感染症に関する特例加算があったこと、ま

た、６年度には診療報酬改定により外来診療の診療単価が引き下げられたことによ

り、その結果、診療機関の収入が減少したことから、交付額が増加したものである。

第３目 保健センター費

問 ２億６４３８万１１１２円を支出している健康診査事業において、成果報告書に

おける効率性に係る自己評価によると、保健センター大規模改修工事の影響で一部

受診者数を制限したと記載しているが、工事による具体的な影響について伺いた

い。

答 保健センターのＺＥＢ化工事の影響としては、空調機器を取り替える必要があ

り、寒い時期にも空調機器が使用できなかったことから、秋から冬にかけての数か

月間、保健センターでの待ち時間の短縮を図るために一部受診者数を制限していた

ことがあげられる。

第２項 環境衛生費

第１目 環境衛生総務費

問 環境衛生対策事業において、薬剤散布業務委託料として１７６０万円を支出して

いることについて、業者への委託割合、市の直営に要する費用、及び今後の委託の

方針について伺いたい。

答 当該業務の実施割合としては、市の直営が５０％、業者への委託が５０％となっ

ている。

答 市の直営に要する費用は、従事職員２名の人件費と散布に使用する薬剤費を合わ

せると、委託料と概ね同額であると考えており、今後は、専門業者のさらなる活用

も含め、事業のあり方を検討していきたいと考えている。
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第３目 斎場費

問 指定管理料６６９１万８９１１円を支出している斎場管理運営事業において、成

果報告書によると、「残骨灰に含まれる有価物を売却して得られる収益を市の歳入

として取り扱うことに変更し、斎場の運営費や火葬炉の修繕等に充てることとし

た」との記載があるが、その詳細について伺いたい。

答 斎場で排出される残骨灰については、令和６年度から指定管理者が専門業者へ再

委託し、有価物を抽出することとしているが、指定管理者には、抽出された有価物

の量と売却金額に係る再委託業者からの報告書を市に提出してもらっており、この

プロセスについては斎場利用者へのチラシ配布や市のホームページでの公表を通

じて、市民に広く周知し、業務の透明性向上を図っている。

第４目 環境対策費

問 環境創造事業において、猪名川沿い美化プロジェクト啓発横断幕設置にかかる費

用として１３万８０００円を支出している点について、横断幕設置に係る経緯を伺

いたい。

答 この横断幕は、市民から「猪名川沿いのごみの投棄が多いため市内の学校と協力

して啓発してはどうか」という市長への提案を受けて、清和台中学校美術部に横断

幕の絵の作成を依頼し設置を行ったものである。

答 このような横断幕の設置により、子どもたちが地元の身近な環境を考える契機と

なると考えており、今後も市内の学校と協力しながら取り組みを進めていきたい。

問 環境監視事業において、猪名川等水質分析調査委託料として１７０万８０００円

を支出していることに関して、令和６年度に開始したＰＦＯＳ及びＰＦＯＡの検査

内容について伺いたい。

答 当該検査は、猪名川の本流と支流を合わせて１２地点で、６年度から毎年８月に

実施することとしている。その結果、全ての地点で国の暫定目標値である５０ナノ

グラムを下回っており、最も高い地点でも２４ナノグラムであったことから、概ね

良好な水質状況であると考えている。

第３項 清掃費

第１目 清掃総務費

問 ごみ減量化とリサイクル推進事業において、再生資源集団回収奨励金として

１０６３万８０００円を支出している点について、成果報告書によると、登録団体
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数は横ばいであるものの、回収量の減少傾向をどのように分析しているのか伺いた

い。

答 回収する再生資源は、主に新聞や雑誌等の紙類で、特に新聞の回収量が減少して

いる状況であり、また、市の回収においても同様に紙類の回収量が減少しているこ

とから、近年のペーパーレス化が影響しているものと分析している。

第２目 ごみ処理費

問 分別収集事業において、ごみステーション用備品配布費用として４３２万５０００

円を支出しているが、配布数量等の詳細を伺いたい。

答 令和６年度は、鳥獣対策用ネットについては５５０枚購入し、そのうち３０８枚

を、ペットボトル用ネットについては４９０枚購入し、そのうち３６７枚を配布し

ている。また、ビン用コンテナについては約３００個購入しているが、ビン用備品

は、原則として１か所のステーションにつき、コンテナ、バスケット、またはビニ

ールコーティングされた袋のいずれかを配布しており、合わせて３４９個を配布し

ている。

第３目 し尿処理費

問 し 尿中 継所 管 理事 業に おい て 、し 尿中 継 所維 持管 理 委託 料と し て

１６５７万３０００円を支出している点について、成果報告書によると、「今後、

施設の老朽化対策について、広域化での処理方法や市直営による建替に他市町を受

け入れるなど、多様な検討を進めていく」と記載しているが、その検討内容につい

て伺いたい。

答 下水道の普及に伴い一般家庭のし尿収集の件数は減少しているが、し尿の収集処

理は自治事務として市が責任を持って行う必要がある。一方で、し尿中継所施設の

老朽化により建て替えや修繕が必要な状態であるものの、費用面等の課題があるた

め、今後の中継所施設のあり方について検討していく必要があると考えている。現

在、他市町の状況を調査しており、市単独で施設を建て替え継続的に処理を行うか、

広域化を進め負担金等を支払う方法など、費用面の比較を行いながら検討を進めて

いる状況である。

第５款 労働費

第１項 労働費

第１目 労働対策費

問 労働者支援事業において、地域就職氷河期世代支援加速化交付金として国より

１３４万５５６９円の交付を受けているが、当該交付金を活用した事業内容及び成
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果について伺いたい。

答 当該交付金は、労働者支援事業のキャリアカウンセリング、若年者就労体験支援

事業、及び多様な働き方推進事業の３事業に活用しており、キャリアカウンセリン

グ等参加者のうち、概ね３０％から４０％が氷河期世代となっている。また、若年

者就労体験支援事業における令和６年度の就職実績は、正社員１名、非正規社員２

名となっている。

第７款 商工費

第１項 商工費

第１目 商工振興費

問 商工振興事業において、成果報告書によると、女性起業サポート事業について、

川西女性起業塾のセミナー等の受講者が起業した件数は令和６年度２件となって

おり、単年度の推移をみると減少傾向にある点について、市の認識を伺いたい。

答 川西女性起業塾は、令和６年度も定員を満たすほど多数の参加者を集めている状

況であるが、これまでの受講者が起業するまでには２年程度を要している状況で、

受講者がセミナー等を受講した年に起業する状況ではないことを考慮すると、６年

度の起業件数が減少しているという認識はなく、数年を経過した後の起業の累計で

評価したいと考えている。

問 中心市街地活性化推進事業におけるタウンマネージャー事業について、令和６年

度の業務委託料が５年度と比較して８６万６０００円減額となっている要因を伺

いたい。

第６款 農林業費

第１項 農林業費

第３目 農林業振興費

問 森林保全事業において、成果報告書によると、市が令和６年度に川西市森林整備

等活動交付金による支援を行っている団体は、５年度と比較して１団体少ない４団

体となっており、そのうち５年度から継続して支援を行っているのは３団体となっ

ているが、継続して支援する団体が減少した理由を伺いたい。

答 ６年度からの川西市森林整備等活動交付金要綱の刷新については、５年度の支援

団体には変更内容を説明しており、その結果、各団体において活動内容が改正後の

要綱に適しているかどうか判断いただいた上で交付申請を出されたものと認識し

ている。今後は、自治会や任意団体などにも利用していただけるよう、間口を広げ

ることも検討していきたいと考えている。
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答 タウンマネージャーに委託していた業務のうち、川西能勢口駅南北デッキ（ペデ

ストリアンデッキ）において民間事業者のデッキ利用を促進するための社会実験と

して開催していた「川西駅前ピクニックマルシェ」については、民間事業者による

デッキ利用が増加したことに伴い、令和６年度にピクニックマルシェの運営をタウ

ンマネージャーから川西市中心市街地活性化協議会へ段階的に移行したことによ

り、業務委託料が減少したものである。

第３目 観光費

問 １億８４９４万８０００円を総事業費として支出している観光推進事業につい

て、かわにしふるさと大使に係る経費の支出状況及び市としての総括を伺いたい。

答 令和６年度はふるさと大使として４名を任命しており、その活動は原則として無

償で行われているため、一部の交通費を除き支出は発生していない状況である。

答 ふるさと大使には市のイベントへの出演を通じて市を応援していただき、一方

で、市としては、ふるさと大使の活動を市民へ周知し応援することで、相互に応援

し合える、よりよい関係性を構築していきたいと考えている。

問 知明湖キャンプ場管理運営事業において、成果報告書によると、知明湖キャンプ

場・国崎せせらぎ広場の修繕料として２９４万７０００円を支出している点につい

て、市と指定管理者との役割分担について伺いたい。

答 修繕の役割分担については、例えば地中に埋まっている水道管の老朽化による修

繕等の大掛かりな修繕は市が行い、フェンスの部分的な破損等の日々の利用に伴う

修繕は、１件当たり概ね３０万円を目安に指定管理者で行っている状況である。な

お、当該修繕料は全て市が行った修繕費用である。

第８款 土木費

第１項 土木管理費

第１目 土木総務費

問 公共交通支援事業について、市主催イベントでの公共交通無料乗車券の配布など

に係るその他負担金として１７万２９３０円を支出しているが、令和６年度の取組

の総括を伺いたい。

答 令和６年度は、公共交通を普段使わない方への利用促進と、便利さを実感してい

ただく目的で、秋の全国交通安全フェア、川西フェスタ及び阪急バスグループ主催

お客様感謝デーの３回にわたって、全額市の負担で無料乗車券を配布した。その結

果、利用者には好評で、公共交通の利用促進として有効な方策であったと総括して

おり、今後も継続的に実施のうえ、市民の公共交通利用における前向きな意識醸成
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を図っていく方針である。

問 同事業において、成果報告書によると、モビリティ・マネジメント（ＭＭ）に係

る講師謝礼等の費用として５万８０００円を支出しているが、小学生へのＭＭ実施

回数が令和５年度と比較して２回減少しているが、その要因を伺いたい。

答 ＭＭ教育については、校長会や教頭会を通じて周知を行い、希望する学校におい

て実施しているが、６年度は希望校が２校減少したことにより実施回数が減少した

ものである。ＭＭ教育の趣旨である、公共交通の観点から社会・環境に与える影響

を学び、まちづくりについて考える意識を、小さいころから育むことは重要である

と認識していることから、今後は実施校が増えるよう周知やＰＲ方法を改善してい

きたい。

第２目 交通安全対策費

問 交通安全施設整備事業について、道路反射鏡や防護柵等の交通安全施設の修繕料

として３３５５万１０１８円を支出しているが、令和５年度及び６年度の区画線と

防護柵の補修面積及び新設面積をそれぞれ確認したい。

答 区画線の新設面積は、５年度が１５９３メートル、６年度が１８２８メートルで

あり、補修面積は５年度が２３８３メートル、６年度が１万３５６８メートルとな

っている。防護柵は新設のみの集計であるが、５年度が３２メートル、６年度が

１５メートルとなっている。

問 同事業において、成果報告書によると、令和６年度は安全灯９１件、道路反射鏡

６０件の補修を行ったとのことであるが、安全灯の市内総数及び今後の補修の見通

しを伺いたい。

答 安全灯の総数は、市内全域で約１万７４００基であり、原則として自治会からの

要望を受けて必要に応じ設置しているため、具体的な数値等の見通しは立てていな

い。

問 放置自転車対策事業について、保管センターの管理運営や無料駐輪場の整理等に

係る業務委託料として２２９２万５９１７円を、ＪＲ川西池田駅前などの自転車等

駐車場用地の借上げに係る土地借上料として１１６６万４１４８円を支出してい

る点について、令和６年度から開始された用地貸付手法での同一事業者による市内

駐輪場の一体管理が開始から１年が経過するに当たり、市が把握している利用者か

らの意見及び今後の方針を伺いたい。
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答 開始当初は、定期利用でほぼ埋まっている駐輪場もあったことから、これまで一

時利用を利用していた方からの混乱の声が多少寄せられたが、１年が経過した現在

では状況が徐々に落ち着き、大きな苦情は寄せられていない状況である。今後も引

き続き、利用者の様々な意見を踏まえ、利用者の需要に応じた柔軟な利用形態の配

分を行えるよう対応していきたい。

第２項 道路橋りょう費

第１目 道路橋りょう総務費

問 急傾斜地対策事業について、令和６年度に一庫（２）Ｉ地区において、県ととも

に土地所有者へ事業説明会を開催したと認識しているが、その詳細を伺いたい。

答 当該地区は土砂災害警戒区域となっており、のり面に危険箇所が見受けられるた

め対策を行いたいとの要望があったことにより、今後の事業実施に向けた制度的な

説明を行ったものである。今後、県における事業方針が定まった際には、改めて設

計や測量を行い、工事の詳細が決定される見込みである。

問 市道等不法投棄処理事業において、不法投棄物運搬及び処分に伴う業務委託料と

して１１１万８６１２円を支出しているが、不法投棄物の処分量が令和５年度と比

較して増加している状況について、５か所の不法投棄防止重点地区への監視カメラ

の設置など、市の対応方針を伺いたい。

答 ６年度における不法投棄物の総量は大幅に増加しており、現在も啓発活動やパト

ロールを可能な限り効率的に実施し、他市事例も参考にしながら取組を進めている

ものの、対応に苦慮しているところである。一方で、監視カメラの設置については、

費用対効果や個人情報保護の問題など様々な課題が想定されることから、現時点で

は設置には至っていない。今後は、市民との協働による防止活動の検討や、既に運

用している通報システムなどを駆使して、不法投棄への対策について幅広く検討し

たい。

第２目 道路維持費

問 道路・水路維持補修事業について、道路施設等の包括的民間委託に関する導入可

能性調査委託料として１１０６万６０００円を支出しているが、事業の詳細につい

て伺いたい。

答 令和６年度において、道路及び公園の要望処理に関する包括的民間委託に関する

導入可能性調査を実施しており、現在、道路管理課、道路整備課、公園緑地課の担

当部署がそれぞれ市民からの要望に対応していることから、これらの業務を一元化
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することで、より効率的な業務運営を図ることを目的として検討しているものであ

る。なお、当該業務委託では、橋りょうの維持管理に関する包括的民間委託の導入

可能性調査も併せて実施している。

第３目 道路新設改良費

問 松が丘町地内等の私道舗装補助金として１３０万６０００円を支出している私

道舗装助成事業について、実施件数が前年の７件から２件に減少しているが、令和

５年の私道舗装助成金支給規則の改正により、再舗装に対する助成割合を引き下げ

たことや工事経過年数が延長されたことが影響しているのか確認したい。

答 ６年度において、事前相談件数は６件あり、そのうち２件を実施している。未実

施の４件のうち、１件は申請の取り下げによるものであり、残りの３件は支給基準

を満たしていなかったためであり、規則改正の影響により件数が減少したとは考え

ていない。

第３項 都市計画費

第５目 公園緑地費

問 公園維持管理事業について、成果報告書によると、公園内ごみ箱撤去工事費とし

て１０７６万円を支出し、１８０公園３１３基のごみ箱を撤去した結果、ごみ回収

費用の総事業費６５１万２０００円を削減したとの記載があるが、撤去による影響

が生じていないか伺いたい。

答 当該撤去工事を行なった６年度については、一定数のごみの投棄も見られたが、

現在は落ち着いており、懸念していたごみの投棄は増加していない状況である。

問 公園改良事業において、「特色ある公園づくり」による看板等設置工事の費用と

して２３万２０００円を支出している点について、市からの呼びかけに応じて各地

域で「特色ある公園づくり」に係る協議が進んでいるものと認識しているが、令和

６年度の取り組み件数及びその総括について伺いたい。

答 ６年度に協議が完了した件数が２件であり、１件については引き続き協議中とな

っている。

答 「特色ある公園づくり」は、公園の自由な利活用に向けた取組を実施したい地域

に向けて、支援内容やプロセスをまとめたガイドブックを用いて、市の管理だけで

はなく、地域の主体的な関わりのもと、公園を地域で支えていくために開始した取

組であるが、取り組み件数が少ない点は課題であると認識している。また、要因と

しては、地域性や意見の相違などにより特色あるルール作りに取り組む住民の負担
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感が大きいことなどが考えられるが、地域で子供達がのびのびと遊べるような環境

について、さらなる検討を進めていきたい。

第４項 都市環境費

第１目 空港周辺整備費

問 １億３１４６万８９３３円を支出している空港周辺地域整備事業に関して、令和

６年度末をもって川西市南部地域整備実施計画が終了するにあたり、６年度末時点

での計画の総事業費と関係機関からの補助金の総額及び未達成事業に関する今後

の方針について伺いたい。

答 ６年度末時点の総事業費は５億７４８９万３０００円であり、関西エアポート株

式会社及び新関西国際空港から総額２億５６８０万５０００円の補助を受けてい

る。残事業については、継続して対応を検討することとなっている。

答 具体的には、計画における７つの未達成事業のうち、市道２２号及び市道８２号

については、７年度に土地交換を行い、８年度の整備に向けて関係者と協議するな

どの対応を継続しているところであり、残りの６事業についても関係機関への要望

活動の継続や地元説明を適宜行う方針である。

第２目 騒音対策共同利用施設管理費

問 共 同 使 用 施 設 管 理 運 営 事 業 に つ い て 、 同 施 設 １ ４ 会 館 の 光 熱 水 費

３５３万２８４４円を含む総事業費として８２９万８３９５円を支出している

が、令和６年度末の条例改正に伴う中国縦貫道路以北の共同使用施設の機能廃止を

受けた結果、暫定的に支払われる市の負担を除いた場合における本事業の今後の決

算規模はどの程度になるか伺いたい。

答 条例改正前時点での共同利用施設は全１４施設であり、このうち８施設が機能廃

止となるので、事業費は約１４分の６程度に減少すると見込んでいる。

第５項 住宅費

第１目 住宅総務費

問 ８４０万４１４６円を支出している住宅政策推進事業において、管理不全空家等

の認定件数について、令和６年度には７件の認定を行っているが、認定及び指導の

状況を確認したい。

答 ６年１２月に管理不全空家等の判定基準を策定し、その結果、管理不全空家の候

補となっている５８件のうち、６年度における認定件数は７件となっている。認定

後については、直ちに対応が進むケースは少なく、所有者への戸別訪問を通じて事
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情を聞き取りながら地道に改善を進めている状況である。また、認定していない空

家については、所有者に対する指導や所有者情報の確認調査を進めている状況であ

る。なお、指導を受けて解体された空家の件数は５件となっている。

第３目 建築指導費

問 １０８９万７６５７円を支出している建築指導事業において、令和６年度の解体

工事に関する指導について、その詳細を確認したい。

答 解体工事については、建設リサイクル法に基づく建築物の部材等を再資源化する

ことを目的とした届出を受理しているところであり、施工にあたり近隣住民への説

明を行なうよう指導している。また、解体工事に関する問合せが市にあった際は、

現場に出向き、業者への直接指導も行なっており、今後も継続して丁寧な指導を行

っていきたい。

第９款 消防費

第１項 消防費

第１目 常備消防費

問 成果報告書によると、１億２９６４万６５０円を支出している救急活動事業にお

いて、救急出動件数が令和６年度は１万４７３件となっており、年々増加傾向であ

るが、その中で軽症事例の状況について伺いたい。

答 軽症者については、例年５２％から５３％程度となっており、医療機関へ搬送し

ているケースが多くなっている。また、患者を家族の方などが消防署へ自家用車等

で連れてこられ、そこから救急搬送に至ったケースや、そのまま家族の方などが医

療機関へ受診に向かうというケースもあったと認識している。

第２目 非常備消防費

問 消防団活動推進事業において、成果報告書によると、消防団車両の更新費として

５０７６万５０００円を支出している点について、消防団車両３台を更新している

が、議案質疑資料によると、消防団本部車両２台の使用年数がそれぞれ１９年７カ

月、２５年５か月となっており、長期間使用されてている状況である。車両の安全

性が懸念されることから、当該車両の詳細と車両更新に対する市の考え方を伺いた

い。

答 １９年７か月使用している車両は消防団指揮車であり、２５年５か月使用してい

る車両は消防団長が各種会議に出席するための移動に使用する車両である。これら

の車両は、使用年数は長期に及んでいるものの、日々の点検や法定点検は受けてい

るため、現在のところ走行に支障はない状況である。
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答 消防団本部車両の更新の必要性は認識しているが、人命に直結する消防車や救急

車を最優先に考えている。しかしながら、本部車両についても、事あるごとに国の

助成申請などを行っており、今後も費用対効果や優先順位を考慮しながら、国への

要望を含め車両の更新を検討していく方針である。

第５目 災害対策費

問 災害対策事業において、防災訓練施設設営委託料として１７４万円を支出してい

るが、令和６年度に実施した多田東小学校での防災訓練は、５年度に実施した清和

台南小学校の訓練と比較して参加者数が増加していることから、その要因と成果を

伺いたい。

答 令和５年度から市と地域が共同で防災訓練を実施しており、６年度は多田東小学

校の協力を得て、土曜日の授業参観日に実施した結果、学校関係者６７７名を含む

９５３名の参加となった。

また、訓練の成果については、保護者アンケートによると、過去の防災訓練参加

経験者は１名のみであったことから、幅広い方への訓練参加の機会を提供できたと

考えており、引き続き同様の取り組みを実施していきたい。

第１０款 教育費

第１項 教育振興費

第１目 教育総務費

問 教育推進事業において、学校校務員業務委託料として２６８７万９０００円を支

出している点について、令和６年度から市立学校９校において、学校校務員の業務

を民間に業務委託しているが、当該委託によるメリット及びデメリットを伺いた

い。

答 市で直接雇用する場合、学校行事の開催時期など学校の年間スケジュールに合わ

せて作業を行えるという強みがあるが、業務委託では学校運営に合わせた作業ノウ

ハウの面では劣ると考えている。しかし一方で、業務委託では、刈払機をはじめと

した各種資機材に長けた職員の配置や、学校間をまたいでの委託業者職員の応援体

制の構築などが強みとして挙げられる。なお、今回業務委託した学校については、

危険箇所が多く、作業に技術力が求められる学校を優先して選んでおり、委託業者

に安心して作業を任せることができるという声を学校からも受けているところで

ある。

第２目 学校教育推進費

問 就学支援事業において、中学校での自転車通学の試行実施に係るヘルメット購入
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補助に要する費用について、当該補助の一人当たりの支給額と支給人数について伺

いたい。また、中学校の自転車通学が拡大していくものと考えるが、当該事業の今

後の展開について伺いたい。

答 ヘルメット購入補助については、１人当たり４０００円の支給で、支給人数の内

訳は清和台中学校で９人、東谷中学校で４人の合計１３人となっている。

答 中学校の自転車通学については、試行実施の状況を検証したうえで拡大する方針

を持っており、就学援助世帯に対するヘルメット等の購入支援も継続して実施して

いきたいと考えている。

問 青少年相談事業において、臨床心理士やスクールソーシャルワーカー、言語聴覚

士などの人件費として５８２９万９０００円を支出しているが、令和６年度の年間

延べ面接相談件数が４１８２件、電話相談が５７６回であることを踏まえ、各職員

の配置は適正に行われているか伺いたい。

答 ６年度においては、スクールソーシャルワーカーは各中学校区に１名の計７名が

配置され、１人当たり２、３校担当しており、臨床心理士は週４回勤務で６名、言

語聴覚士は２名の配置となっており、潤沢な人員配置とまでは言えないものの、い

ずれの職種においても適正に配置されていると考えている。

問 特別支援教育保育推進事業において、特別支援学級等担任に対する特別支援学校

教諭二種免許状取得補助として７８万５０００円支出している点について、成果報

告書によると、特別支援教育に関する専門性を高めることができたと記されている

が、その具体について伺いたい。

答 教員へのアンケートによると、免許取得に必要な授業を受けたことで専門的知識

を得ることができ、その知識を指導に活用した結果、子ども達の変容が見られたこ

とや、保護者との信頼関係が向上したといった声があり、一定の効果があったもの

と考えている。

第２項 小学校費

第１目 学校運営費

問 小学校運営事業において、水泳授業業務委託料として３３６万７３７５円を支出

している点について、清和台小学校及び清和台南小学校をモデル校として民間プー

ル施設を活用し、水泳指導を事業者に委託しているが、当該事業の総括及び対象校

拡大に向けた見通しについて伺いたい。

答 当該事業については、児童、教職員、保護者から高い評価を得ており、プロのイ
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ンストラクターによる専門的指導を通じて泳力の向上につながったと考えている。

一方で、令和６年度は６月及び７月に実施したが、学校から施設への移動が徒歩で

行われたため暑さ対策が課題となった。そこで、７年度は実施時期を５月に変更す

るとともに、対象校も施設への徒歩移動が可能な川西小学校及び桜が丘小学校を加

えている。なお、暑い時期のプール授業をどうするかという課題もあるが、引き続

きスピード感をもって拡大に向けて調整していきたい。

第２目 学校給食費

問 小学校給食運営事業において、成果報告書によると、学校給食費の未収金につい

て、滞納分の支払い相談を受けつつ、過年度分の回収に関して業務委託を行ったと

のことであるが、その詳細を伺いたい。

答 当該業務については弁護士法人に委託しており、債権回収額の１８％に消費税を

加えた額を成果報酬とする契約になっており、７万４２５４円の業務委託料を支払

っている。令和６年度は、４年度分の滞納件数１３０件、滞納総額５８万６２０円

分の回収を委託し、このうち８６件、３７万５０３０円の回収が完了し、回収率は

６４．５９％であった。

第３項 中学校費

第１目 学校運営費

問 中学校運営事業の備品購入費において、自転車通学に係る駐輪場への防犯カメラ

の購入費用として１０万７０００円を支出しているが、防犯カメラの設置理由を伺

いたい。

答 この防犯カメラは、東谷中学校の生徒用駐輪場として旧東谷幼稚園を使用してお

り、学校の敷地外であることから設置したものである。

第２目 学校給食費

問 ４億８１１２万４９１６円を支出している中学校給食運営事業において、成果報

告書によると、給食アンケートにおいて、給食に満足している生徒の割合が令和５

年度は４５．８％に対して、６年度は３４．０％と低下していることから、このア

ンケート結果を受けた市の見解を伺いたい。

答 当該アンケートにおける「満足」とは「大変満足」または「満足」と答えた合計

となっており、満足度が低下している点は認識している。一方で「食べる時間が足

りない」と答えた生徒の割合が５年度と比較して減少しているなど、改善した内容

もあることから、今後も、満足度向上に向けて取り組んでいきたい。
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第５項 特別支援学校費

第１目 学校運営費

問 特別支援学校教育支援事業において、スクールバス等による通学支援として、業

務委託委託料及び自動車借上料で、５４５９万７０００円が支出されており、一部

の生徒については、介護タクシーによる送迎が行われていると認識していることか

ら、その詳細を伺いたい。

答 川西養護学校では、従来スクールバスによる送迎を想定していたが、現在運行し

ているスクールバス２台では、車椅子の積載台数が合計８台であることから、バス

に乗車できない生徒については介護タクシーを利用して送迎を行っている。なお、

介護タクシーの利用に際しては、医療的ケアが必要な生徒を優先している。

第６項 施設費

第１目 施設費

問 小中学校体育館空調施設整備事業において、猛暑時等における児童生徒の熱中症

予防を図るとともに、災害時の避難所環境の向上を目的として、市立小中学校体育

館空調設置工事に伴う設計業務委託として３０５８万円を支出している点につい

て、採用する空調方式はガスヒートポンプ（ＧＨＰ）エアコンとなっているが、災

害時において支障なく作動するのか伺いたい。

答 ガスヒートポンプエアコンは、発電機を内蔵しているガス空調機で、都市ガスの

供給が停止されるような大災害が発生した場合を除き、停電の際には支障なく作動

する仕様となっている。

第７項 生涯学習費

第３目 文化財費

問 １億８９１１万３０８５円を支出している文化財事業において、文化財資料館で

は夏休みに小学生を対象としたイベントを実施していると認識しているが、空調機

器が故障しているという声があることから、空調機器の整備を含む暑さ対策につい

てについて、市の見解を伺いたい。

答 当該資料館の展示室及びエントランスの空調機器が故障している状況であり、令

和６年度には、スポットクーラーをレンタルし、夏季の暑さ対策に努めたものの、

作動音の大きさや排気熱の影響により、効果があまり上がらなかった。なお、講座

や事業等で使用する講座室の空調機器は稼働しているため、現状、講座室や事務室

の冷気をサーキュレーターで送り込むことなどで対応している。
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３．特記事項

４．審査結果

第６目 図書館費

問 図書館運営事業において、図書資料へ貼付するＩＣタグ購入費用として２２４万

８４００円を支出しているが、ＩＣタグを貼付することによる業務の効率化に係る

効果を伺いたい。

答 ＩＣタグと併せてセルフ貸出機を導入したことで、窓口を通さずに図書資料の貸

し出しが可能となり、窓口業務の効率化が図れたことから、窓口に配置する人員を

５人から３人に削減することができた。

答 ＩＣタグの活用により、本棚から図書を取り出して蔵書点検を行う必要がなくな

ったため、蔵書点検の日数が中央図書館で１０日から６日に、公民館の図書室で１

日～２日程度から半日程度に短縮され、開館日数の増加にもつながっている。

答 公民館図書室の図書にもＩＣタグが貼付されたことで、中央図書館と公民館との

連携が非常にスムーズになった。

第１１款 災害復旧費

質疑なし

第１２款 公債費

質疑なし

第１３款 予備費

質疑なし

請求資料あり（１．普通交付税のうち臨時財政対策債償還算入額について ほか）

原案認定（賛成多数）


